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川崎市公園緑地等における活動報奨金及び管理運営に関する要綱 

 

川崎市公園緑地報奨金交付要綱（昭和５２年１０月１日）の全部を改正する。 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市が管理する公園や緑地、または街路樹等において、除草・清掃等の

維持管理活動または維持管理活動に加え利活用に向けた活動（以下「活動」という。）を自

主的に行う団体の育成を行うとともに、まちの美化と健全な地域コミュニティの発展、市民の

公園や緑地、または街路樹等に対する愛着を高めることを目的として、報奨金を交付するこ

と及び市民との協働による管理運営について必要な事項を定めるものとする。 

 

（団体の構成） 

第２条 活動する団体（以下、団体という。）は、次条に規定する対象区域の周辺住民で組織

する原則５人以上の団体とする。なお公園利用者、学校、福祉団体、市民団体、その他の

法人等も団体を結成または構成することができる。 

 

(対象区域) 

第３条 この要綱に基づき団体の活動対象となる区域は、川崎市が管理する次の各号のいず

れかに該当する区域とする。 

(1) 市が管理する公園または緑地 

(2) 市が管理する歩道片側の延長がおおむね１ブロック以上（100 メートル単位）の街路樹

及びその周辺 

(3) その他、市長が適当と認める区域 

 

（団体の定義） 

第４条 前条の対象区域において結成される団体は、活動内容により次の各号のとおり分類

する。 

(1)  前条第１項第１号または第３号の対象区域で清掃・除草を基本とした維持管理活動を

行う団体を「公園緑地愛護会」とする。 

(2)  前条第１項第２号の対象区域で清掃・除草を基本とした維持管理活動を行う団体を

「街路樹等愛護会」とする。 

(3) 前条第１項第１号または第３号の対象区域で清掃・除草を基本とした維持管理活動に

加え、利用調整を行う団体を「管理運営協議会」とする。 
 

（団体の数） 

第５条 団体は、対象区域１箇所あたり１団体とする。ただし、市と協議の上、次の各号の条件
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を満たす場合は、1 箇所あたり複数の団体の設立を可とする。 

(1) 概ね１，５００㎡を超える公園または緑地において、園路等により物理的に区切りができ

ること 

(2) 同じ対象区域において活動している団体と合意できていること 

(3) 複数団体が活動することが維持管理上合理的と認められること 

 

（団体の名称） 

第６条 団体の名称は、活動を実施している公園、緑地、街路樹が設けられている道路等の

名称及び第４条に規定する団体の種類をその名称中に用いるものとする。 

 

（団体の活動内容） 

第７条 団体は、第４条の定義に基づき、別表１に記載された活動を行うものとする。 

  

（団体の設立） 

第８条 団体を設立しようとするときは、「設立認定申請書」（第１号様式）に次に掲げる書類を

添えて市長に提出するものとする。 

（１） 「会則」（任意様式） 

（２） 「口座振込登録書」（第２号様式） 

 

（団体の認定及び通知） 

第９条 市長は、団体の結成を認定したときは、「設立認定通知書」（第３号様式）を交付するも

のとする。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、設立を認定しないことができる。 

（１） 第５条の条件を満たしていないとき 

（２） 活動を行う対象区域の周辺住民との関わりに支障をきたすおそれや活動に支障があ

ると認められるとき 

（３） その他団体として適当でないと市長が認めるとき 

 

（団体の役員） 

第１０条 団体には、会員の中から互選により次の役員及び会計監査（以下「役員等」という。）

を置くものとする。 

（１） 会    長   １名 

（２） 副 会 長   １名以上 

（３） 会   計   １名以上 

（４） 会計監査   ２名以上 

２ 会長は、団体を代表し会務を総括する。 
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３ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 会計は、団体の収支を経理する。 

５ 会計監査は、役員を兼ねることはできない。 

６ 役員等の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（総会） 

第１１条 団体に総会を置き、団体の運営方法や活動計画等については、総会に諮って定め

団体の作成する会則に別に定めるものとする。 

 

（団体の変更届及び解散届） 

第１２条 会長は、次の各号のいずれかに該当するときは、「変更（解散）届」（第４号様式）を

速やかに市長に提出するものとする。 

（１） 会長及び事務連絡先を変更するとき  

（２） 活動範囲を変更するとき 

（３） 解散、または活動を休止しようとするとき 

２ 市長は、前項２号の届があったときは、第９条の手続きを準用し、認定したときは「設立認定

通知書」（第３号様式）を交付するものとする。 

 

（団体の認定の取消） 

第１３条 市長は次の各号いずれかに該当すると認められる場合には、団体の認定を取り消

すことができる。 

（１） 活動する対象区域の周辺住民との関わりに支障をきたすときや、周辺住民や団体の

活動に支障をきたすおそれがあると認められるとき 

（２） その他団体として適当でないと市長が認めるとき 

 

（団体への支援） 

第１４条 市長は、団体に対し、次に掲げる事項を行うものとする。 

（１） 活動に関する技術的な指導及び助言 

（２） 報奨金の交付 

（３） 団体の管理運営に関する指導及び助言 

（４） その他管理運営及び活動に関する指導及び助言 

 

（利用調整） 

第１５条 設立が認定された管理運営協議会が行う利用調整（業としての公園内行為の許可

などは除く。）は、市長が行ったものとみなす。なお、利用調整にあたっては、公園利用の公

平性の確保に努めなければならない。 
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（報奨金の交付） 

第１６条 市長は、団体に対し、予算の範囲内で別表２に定める基準により報奨金を交付する

ことができる。 

２ 年度の途中において団体を設立、若しくは解散・変更したとき、又は活動を休止した場合

の報奨金は、月割りで計算するものとする。 

３ 報奨金は原則として口座振込により交付するものとする。ただし、市長が特に認める場合に

おいては、この限りではない。 

４ 会長は、「口座振込登録書」（第２号様式）を設立の届け時、及び口座に変更が生じた場合

に提出するものとする。 

 

（報告書の提出） 

第１７条 会長は、報奨金の交付を受けようとするときは、毎年度４月の指定日までに、「活動

状況報告書」（第５号様式）を市長に提出するものとする。また、利用調整を行った場合には、

「利用調整報告書」（第６号様式）を作成し、併せて提出するものとする。 

 

（報奨金の交付時期） 

第１８条 報奨金は、前条の団体からの報告書をもって５月末までに交付するものとする。 

 

（報奨金の取消） 

第１９条 市長は、「活動状況報告書」に基づき活動していないと判断したときは、既に交付し

た報奨金の返還を求めることができる。 

 

（事故報告） 

第２０条 会長は、活動中に事故が発生したとき、速やかに市長に報告するものとする。 

 

（書類の提出先） 

第２１条 第８条、第１１条、１５条、１６条の規定に関し、提出する申請書などは、活動の対象

区域を所管する各区役所道路公園センターに提出するものとする。この場合において、第８

条及び第１１条の提出書類があったときは、各区役所道路公園センターの所長はその写し

を建設緑政局本庁担当部署に送付するものとする。 

 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は昭和５２年１０月１日から施行し、昭和５２年４月１日から適用する。 

２ 川崎市児童公園報償金交付要綱（昭和３８年６月１０日）は廃止する。 

３ この要綱は、平成２年４月１日より施行する。 

４ 川崎市公園緑地報償金交付要綱（昭和５２年１０月１日）は廃止する。 

５ この要綱は、平成１７年４月１日より施行する。 

６ この要綱は、平成２２年４月１日より施行する。 

７ この要綱は、平成２３年４月１日より施行する。 

８ この要綱は、平成２６年４月１日より施行する。ただし第６条第４項の改正規定については、

平成２６年３月３１日から施行する。 

９ この要綱は、平成２６年４月１日より施行する。 

１０ この要綱は、令和３年４月１日より施行する。 

１１ この要綱は、令和４年４月１日より施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ 以下の要綱は廃止する。 

(１)  街路樹等愛護会要綱（昭和５９年７月２日） 

(２)  街区公園等の管理運営に関する要綱（平成１８年４月１日） 

（経過措置） 

３ この要綱施行後も、「街区公園等の管理運営に関する要綱（平成１８年４月１日）」に基づき

行われた令和６年度の活動に対する交付金については、従前の例によるものとする。 

４ この要綱施行後も、廃止された要綱の規定に基づき締結した協定書、提出された設立届、

報告書等は、有効なものとして取り扱うものとする。 

５ この要綱施行の際、廃止された要綱の規定に基づき交付を受けていた緑地帯及び桜並木

の愛護作業を行っている団体に対する交付金については、従前の例によることができるものと

する。 
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別表１（第７条関係） 

 

団体の活動内容 

 

  

 公園緑地愛護会 街路樹等愛護会 管理運営協議会 

団体が主

体的に行

う業務 

清掃・除草 

くずかごのごみ処理 

砂場内のごみの除去  

破損遊具等の連絡 

不法投棄物の連絡   

事故時の連絡 

 

街路樹等の周辺の清掃・

除草 

街路樹等の保護及び育成 

街路樹等に関する連絡 

不法投棄物の連絡 

事故時の連絡 

 

公園緑地等愛護会の活

動 

樹木の下枝落し 

低木の刈り込み 

公園施設の軽易な補修 

町内会等が主催する行

事の利用調整 

公園利用者からの利用

申し入れに関する調整 

団体と市

が協議し

て 行 う 業

務 

禁止行為看板等の設置 

公園の適正利用に関する

こと 

 

禁止行為看板等の設置 

 

禁止行為看板等の設置 

法面の草刈り 

伐開、間伐、枯損木処理 

排水溝の清掃 

公園の改修に関すること 

遊具の設置等に関するこ

と 

公園の適正利用に関する

こと 

公園の利活用に関するこ

と 
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別表２（第１６条関係） 

 

報奨金交付基準（年額） 

 

公園緑地愛護会の報奨金 

活 動 対 象 面 積 報 奨 金 額 

０㎡  ～  ５００㎡ １２,０００円 

５０１㎡ ～ １,５００㎡ １８,０００円 

１,５０１㎡ ～ ３,０００㎡ ２４,０００円 

３,００１㎡以上 ３０,０００円 

 

街路樹等愛護会の報奨金 

区    分 
報奨金額 

（活動単位１単位につき） 

活動範囲が、街路樹及びその周辺の場合 ６，０００円 

活動範囲が、グリーンベルト及びその周辺の場合     １２，０００円 

 

管理運営協議会の報奨金 

活 動 対 象 面 積 報 奨 金 額 

０㎡  ～   ２００㎡ ２４,０００円 

２０１㎡  ～  ５００㎡ ４２,０００円 

５０１㎡  ～ １,０００㎡ ５４,０００円 

１,００１㎡ ～ １,５００㎡ ６０,０００円 

１,５０１㎡ ～ ３,０００㎡ ７８,０００円 

３,００１㎡以上 ９０,０００円 

 


